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東日本大震災の発生から4年が経過しました。政府は震災発生から15年度までの5年間を「集中復興期間」と位置づけてお
り、今年がその最終年度となります。これを踏まえ、政府は16年度から5年間の復興支援について、新たな枠組みを今夏ま
でに策定する方針を表明。「復興は新たなステージに移りつつある。被災者の自立を応援し、政府としてできる限りの支援を
行っていく」と強調するとともに、原発事故があった福島県については、支援策の大幅拡充を含む「再生」に向けた政策パッ
ケージを今年5月に決定する考えも示しています。
「集中復興期間」の最終年度を迎え、被災地では社会基盤の再建・産業の再生・復興まちづくりが本格化しています。直近の
進捗状況は下図のとおりです。復興はいまだ道半
ばではあるものの、少しずつ着実に進行していま
す。当社グループは今後も社会インフラとしての
レンタルの使命を果たしてまいります。

再建・再生に向けた不断の復興支援を実施してまいります。

東日本大震災への対応13̶̶最終年度を迎えた集中復興期間

■ 2012年11～12月末時点　■ 2014年12月末時点

■被災地の復旧・復興の状況（累計）
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海岸対策
完了地区海岸数 98 /被災した地区海岸数 468

供用済延長 223km /計画済延長 570km

運行再開済路線延長 2,113.7km /被災した路線延長 2,330.1km

完了施設数 124 /被災した港湾施設数 131

完了戸数 4,933 /計画戸数 29,941

営農再開可能面積 約15,060ha /津波被災農地面積 21,480ha

完了地区数 116 /計画地区数 343

全機能回復済漁港数 178 /被災した漁港数 319

完了学校数 2,226 /災害復旧事業申請学校数 2,307

復旧した施設数 67,930 /養殖業再開希望施設数 76,193

復興道路・復興支援道路

鉄　道

港　湾

復興住宅

農　地

防災集団移転

漁　港

学校施設等

養殖施設

出所：復興庁資料「復興の現状（2015年3月10日）」を基に作成
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※2014年9月末時点

宮城県仙台市の護岸工事 宮城県石巻市の三陸道拡張工事 岩手県釜石市の高台移転工事
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●連結経営成績（累計）

●連結業績予想

売上高
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

四半期（当期）純利益
（百万円）

1株当たり四半期（当期）純利益
（円）

第51期第1四半期 36,327（9.6） 6,306（11.6） 6,373（12.1） 4,062（21.4） 112.72

第50期第1四半期 33,148（15.5） 5,651（45.6） 5,684（47.5） 3,346（55.6） 92.86

第51期第2四半期 65,900（2.6） 10,280（2.1） 10,060（2.0） 5,860（3.7） 162.60

第51期通期 128,600（2.4） 16,960（3.1） 16,610（3.3） 9,520（2.4） 264.16

（注）括弧内の数字は、前年同期増減率（％）を示しております。

第51期第1四半期決算の概況 ［平成26（2014）年11月1日～平成27（2015）年1月31日まで］

 ［経営環境］
当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、積極的な経済政
策や金融政策などを背景に企業収益の改善が進むなど穏やかな
回復基調にありました。しかしながら、消費税増税に伴う影響の長
期化や、海外景気の下振れ懸念など、依然として先行きは不透
明な状況で推移いたしました。

 ［第1四半期の連結業績］
当社グループが関連する建設業界におきましては、公共投資に加
え民間企業による設備投資も増加傾向となり建設需要は底堅く
推移しました。一方で、構造的な問題となっている技能労働者不
足が、引き続き解消されていないこと、また、建設需要の拡大に
伴う資機材価格の上昇が懸念されるなど、不透明な要因を併せ
持つ環境が続きました。
このような状況のなか、当社グループは中期経営計画（平成26
年度～平成28年度）の諸施策に基づく重点項目の進捗を図りつ
つ、将来へ向けた企業体質の強化と財務基盤の改善に努めまし
た。また、建設市場の変化を見据えた地域戦略や海外戦略など、
グループ全体の効率的な収益機会の確保のための事業施策も積
極的に推進しました。
その結果、当第1四半期連結累計期間の売上高は363億27百万
円（前年同期比9.6％増）となりました。利益面につきましては、営
業利益は63億6百万円（同11.6％増）、経常利益は63億73百万
円（同12.1％増）、また、四半期純利益は40億62百万円（同
21.4％増）となりました。

  ［セグメント別の業績］
建設関連
当社の主力事業である建設関連におきましては、震災復興事業
の本格化に加え、防災対策工事やインフラ関連工事を中心に全
国的に建設機械のレンタル需要は底堅く推移いたしました。また、
資産配置の適正化を図るため、戦略的に一部の資産を高水準な
需要が続く東北地区へ移動させ、安定的な稼働率の維持向上に
努めました。
なお、中古建機販売につきましては、適正な資産構成を維持す
るため、計画に基づき売却を推し進めたことから、前年同期比
164.0％増となりました。
以上の結果、建設関連事業の当第１四半期連結累計期間の売
上高は341億57百万円（前年同期比 9.0％増）、営業利益は61
億48百万円（同11.0％増）となりました。

その他
その他の事業につきましては、鉄鋼関連、情報通信関連などが
伸長したことから、売上高は21億70百万円（前年同期比19.4％
増）、営業利益は66百万円（同88.8％増）となりました。

 ［事業所数の増減］
当第1四半期連結会計期間における拠点の新設は2拠点であり
ました。なお、拠点の閉鎖はありませんでした。
新設：仙台北営業所（宮城県黒川郡）
　　　日立営業所（茨城県日立市）
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■ 連結財務諸表
連結損益計算書（累計）

連結包括利益計算書（累計）

（単位：百万円）
第50期第１四半期

（2013.11.1～2014.1.31）
第51期第１四半期

（2014.11.1～2015.1.31）

❶売上高 33,148 36,327
売上原価 21,772 24,062

売上総利益 11,375 12,265
販売費及び一般管理費 5,724 5,959

❷営業利益 5,651 6,306
営業外収益 271 232
営業外費用 238 165

❸経常利益 5,684 6,373
特別利益 19 128
特別損失 6 10

税金等調整前四半期純利益 5,698 6,490
法人税、住民税及び事業税 1,850 2,014
法人税等調整額 274 271

少数株主損益調整前四半期純利益 3,573 4,204
少数株主利益 226 142

❹四半期純利益 3,346 4,062

（単位：百万円）
第50期第１四半期

（2013.11.1～2014.1.31）
第51期第１四半期

（2014.11.1～2015.1.31）

少数株主損益調整前四半期純利益 3,573 4,204
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 167 306
　繰延ヘッジ損益 ― △ 1
　為替換算調整勘定 △ 25 29
　その他の包括利益合計 142 334
四半期包括利益 3,715 4,539
（内訳）　
親会社株主に係る四半期包括利益 3,489 4,392
少数株主に係る四半期包括利益 226 147
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連結貸借対照表

（単位：百万円）
第50期第１四半期
（2014.1.31）

第51期第１四半期
（2015.1.31）

（資産の部）
流動資産 67,264 82,244

固定資産 109,220 123,510

　有形固定資産 101,983 114,881

　無形固定資産 295 257

　投資その他の資産 6,941 8,370

❺資産合計 176,484 205,755

（負債の部）
流動負債 55,376 68,287

固定負債 61,570 68,138

負債合計 116,946 136,425

（純資産の部）
株主資本 55,962 64,714

　資本金 13,652 13,652

　資本剰余金 14,916 14,916

　利益剰余金 27,448 36,201

　自己株式 △ 55 △ 56
その他の包括利益累計額 1,708 2,322

　その他有価証券評価差額金 1,735 2,284

　繰延ヘッジ損益 ― △ 1
　為替換算調整勘定 △ 27 38

少数株主持分 1,867 2,292

❻純資産合計 59,538 69,329

負債純資産合計 176,484 205,755

とってもいいモノ
読者プレゼント

総資産 純資産

巻末のアンケートハガキをご返送いただいた方
の中から、抽選で30名様に当社のオリジナル
ノベルティグッズをお贈りします。
今号のプレゼントは、持ち歩きに便利な「折り
たたみ式靴べら」です。クロムメッキ仕上げの
ヘラ部分に当社グループマークとkanamoto
のロゴを打刻。グリップには使い込むほどに独
特の風合いを増す本革（牛皮革）を使用して
います。鞄やポケットに入れておけば、外出先
で重宝する携帯用シューホーン。この機会を
お見逃しなく、ふるってご応募ください。

ご応募の締め切りは2015年5月22日（金）当日消印有効です。
なお、当選の発表は商品の発送をもって代えさせていただきます。

サイズ：長さ107mm（使用時）×幅37mm
※特製紙筒ケース入り



 NPO法人日本IFA協会主催 第4回投資知識研究所特別セミナー in 札幌に参加
 第51期（2015年10月期）第1四半期決算発表
 投資戦略フェアEXPO2015（東京ドームシティ）に出展 
 入社式・新入社員研修を実施（今年度の新入社員は57名） 
 ラジオNIKKEI 8都市IRセミナー in 那覇に参加
 個人投資家向け会社説明会を開催（野村證券広島支店・福岡支店）

6

 仙台北営業所（宮城県黒川郡）を開設
 ラジオNIKKEI開局60周年記念 7都市IRセミナー in 金沢に参加
 第50期（2014年10月期）決算発表
 【東京】第50期決算説明会を実施（機関投資家向け） 
 野村IR個人投資家フェア2014に出展（東京国際フォーラム） 
 剰余金の配当について発表
 日立営業所（茨城県日立市）を開設 
 インドネシアの現地法人が営業を開始 
 第50回定時株主総会を開催

1Q 2014.11

2014.12

2015.1

2Q 2015.2
2015.3

2015.4

イベントIR関係 事業関係
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今年も「カナモトサンクスフェア」を開催します。下のカレンダーで開催予定をチェックしていただき、お近くで開催の際
はぜひご来場を！皆様のお越しをお待ちしております。

カナモトサンクスフェア2015 開催カレンダー

TUETUE TUE TUE TUEWEDWED WED WED WEDTHU THU THU THUFRI FRI FRI FRI FRISATSAT SATSAT SATSAT SATSAT SATSATSUNSUN SUNSUN SUNSUN SUNSUN SUNSUNMONMON MON MON MON

TUE TUE TUE TUEWED WED WED WED WEDTHU THU THU THU THUFRI FRI FRI FRI FRISATSAT SATSAT SATSAT SATSATSUNSUN SUNSUN SUNSUN SUNSUNMON MON MONMON MON

TUE TUE TUE TUETUE TUEWED WED WED WEDWED WEDTHU THU THU THU THUFRI FRI FRI FRISATSAT SATSAT SATSAT SATSATSUNSUN SUNSUN SUNSUN SUNSUNMON MON MONMON MON

TUE TUE TUE TUEWED WED WED WEDTHU THU THU THUFRI FRI FRI FRISATSAT SATSAT SATSAT SATSATSUNSUN SUNSUN SUNSUN SUNSUNMON MON MON MON MON TUE WED

開催日は予定となります。諸般の事情で変更となる場合がございます。
お越しの際は、事前に当社ホームページでご確認をお願いいたします。

http://www.kanamoto.co.jp

 7月 July

 9月 September

 6月 June

 5月 May 1 22 33 44 55 66 7 8 99 1010 11 12 13 14 15 1616 1717 18 19 20 21 22 2323 2424 25 26 27 28 29 3030 3131

岩見沢営業所
6/13

1 2 3 4 5 66 77 8 9 10 11 12 1313 1414 15 16 17 18 19 2020 2121 22 23 24 25 26 2727 2828 29 30 1

函館営業所
7/4

苫小牧営業所
7/11

1 2 3 44 55 6 7 8 9 10 1111 1212 13 14 15 16 17 1818 1919 2020 21 22 23 24 2525 2626 27 28 29 30 31

1 2 3 4 55 66 7 8 9 10 11 1212 1313 14 15 16 17 18 1919 2020 2121 2222 2323 24 25 2626 2727 28 29 30 1

帯広営業所
6/20

山形営業所
6/20

北見営業所
5/16

高崎営業所
5/16～17

旭川営業所
9/12～13

第一機械産業
鹿児島営業所

9/5～6

袖ヶ浦営業所
6/6～7

第一機械産業
鹿屋営業所

6/6～7

 カナモト営業所　  グループ企業
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株価チャート （週足） （東証分のみ。単位：円）株式に関する各種お手続きについて
（１）株主様の住所変更、配当金の振込みのご指定、買取請求その他各種お手

続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社
等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い
合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いでき
ませんのでご注意ください。

（２）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦ
Ｊ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管
理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信
託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

（３）未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいた
します。

株主メモ
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
同総会議決権行使株主確定日
中間配当金受領株主確定日
期末配当金受領株主確定日

11月1日から翌年10月31日まで
毎年　 1月中
毎年　10月31日
毎年　 4月30日
毎年　10月31日

当社公告の掲載につきましては、当社ホームページに掲載いたします。
ホームページのURLは下記のとおりです。
http://www.kanamoto.co.jp  または  https://www.kanamoto.ne.jp
なお、やむを得ない事由により、ホームページに公告を掲載することができない場
合は、日本経済新聞に掲載いたします。

株 主 名 簿 管 理 人 及 び 特
別 口 座 の 口 座 管 理 機 関
同 事 務 取 扱 場 所

同 郵 便 物 送 付 先
及 び 電 話 照 会 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部　東京都千代田区丸の内1丁目4番5号　

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137‒8081 東京都江東区東砂7丁目10番11号　電話 0120-232-711

役員
代表取締役社長
取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

執 行 役 員

金本　寛中*
金本　哲男**
卯辰　伸人***
成田　仁志*
平田　政一*
北方　敬一*
礒野　浩之*
金本　龍男*
長崎　学*
麻野　裕一*
椋梨　直樹*
橋口　和典*
井尻　康之
野上　善弘

金本　栄中
横田　直之
橋本　昭夫
辻　　清宏
直井　晥
曽我　浩司
熊谷　浩
問谷　悟

（注1）  印の取締役は、執行役員を兼任しております。
（注2）   印の取締役は副社長執行役員を兼任して

おります。
（注3）    印の取締役は専務執行役員を兼任して

おります。
（注4） 取締役井尻康之氏及び取締役野上善弘氏は

社外取締役であります。
（注5） 監査役橋本昭夫氏及び監査役辻清宏氏、監

査役直井晥氏並びに監査役曽我浩司氏は社
外監査役であります。

*
**
***

会社概要
商 号
本 社
営業統括本部
設 立
資 本 金
上 場 取 引 所
証 券 コ ー ド
発行済株式総数
連 結 売 上 高
連結従業員数

株式会社カナモト（英文：Kanamoto Co., Ltd.）

北海道札幌市中央区大通東3丁目1番地19

東京都港区芝大門1丁目7番地7

1964年（昭和39年）10月28日

136億52百万円（払込済資本金）

東京証券取引所市場第一部・札幌証券取引所

9678

36,092千株

1,255億55百万円（2014年10月期）

2,339名（2014年10月31日現在）
（役員、嘱託、臨時社員を除く）
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